
2015年5月に発表した新中期経営計画パート５の進捗に関してご説明させて頂き
ます。 
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まず、前期決算を振り返り、今期の見通しをご説明します。 

その後、新中期経営計画パート５の進捗状況をご説明します。 

 

2 



5月9日に発表した前期決算の概要です。 

 

売上高⇒12,128億円（前期差＋279億円） 

営業利益⇒463億円（前期差 △21億円 計画差 ＋33億円） 

 

増収減益となったものの、利益面においては計画値を33億円上回る結果となりま
した。 
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営業利益の計画との差異要因を事業部セグメント別に簡単にご説明します。 

加工事業（+1億円） 

⇒業務用の苦戦で数量不足があったが、コスト削減効果等で計画40億円は達成 

 

食肉事業 

⇒国内における食肉販売がフード会社を中心に好調に推移、ファームの業績も堅
調で国内では過去最高益 

 一方で海外事業において、豪州事業における営業利益が昨年113億円から35

億円へと大幅な減益となり苦戦 

 

関連企業 

⇒水産事業と乳製品事業共に増収となり、利益面おいても伸長 

 

この結果、全体として計画比33億円の増益となりました。 
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通期での営業利益の見込みをご説明します。 

 

今期より新たに立ち上がった海外事業本部が入り、4事業本部でのセグメントとな
ります。 

 

通期営業利益：490億円（当初計画より３０億円の上方修正） 

 

過去最高484億円を上回る営業利益を目指します。 

 

 

加工事業：80億円→原材料安と販売数量回復から80億円に 

 

食肉事業：355億円→市況は前期より弱含んでいるが、販売力が向上している 

 

関連企業：30億円→乳製品を中心に好調のため上方修正 

 

海外事業:23億円→豪州事業の下期回復と米州事業でのテキサスファームの赤
字幅縮小で増益 
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通期見通しの中でのポジティブ要因とネガティブ要因を整理します。 

○ポジティブ 

・食肉事業⇒市況は牛肉以外は昨年から弱含を想定するも、販売数量増でカバー 

          

・加工事業本部⇒豚肉を中心に主原材料の下落を見込む 

 

・関連企業本部⇒ヨーグルトやチーズの市場は引き続き拡大を見込んでおり、販
売も拡大する見込み。 

 

・海外事業本部⇒豪州事業において、4月以降牛の仕入れ価格は下落傾向 

 

○ネガティブ要因 

・食肉事業⇒食肉市況の弱含みから生産事業において減益の可能性があり 

 

・加工事業⇒主原料価格は落ち着きから競合他社との価格競争が再燃する可能
性があり 

     

・関連企業⇒落着きを見せている水産市況が世界的な需要増で高騰する懸念が
常にある。 

 

・海外事業⇒豪州事業における販売価格の回復遅れが心配される。 
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過去最高を記録した昨年営業利益484億円から一時的に落ち込むも、 

15年度は計画より＋33億円で推移し、463億円となりました。 

 

営業利益460億円は、17年3月期に当初目標としていた数字で、 

前倒しでクリアとなりました。 

 

今期は490億円と15年3月期484億円を上回り、過去最高を狙います。 

 

新中計パートⅤ最終年度は当初予定通り520億円を見込みます。 
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新中計パート５の3年においては、1470億円の設備投資を予定しており、前中計
のパート４よりも約489億円の増加しています。 

  

＜パート４からパート5増額のポイント＞ 

「国内事業の持続的な収益力強化」 

⇒生産設備・販売設備・ファーム処理を中心に国内に投資します。 

 加工事業のハム・ソーセージには高生産ラインの導入・工場の移転⇒今期にお
いては10月に新兵庫工場が竣工します。 

 

 食肉事業の川上事業強化による調達力アップへの投資⇒豚・鶏を中心に増産を
進めています。 

  

海外事業設備⇒豪州事業においての設備投資 

                         (冷凍・冷蔵設備増強で仕向け国の多様化) 

 

                           またレイホン社との合弁に伴う工場建設も予定しています。 

                          レイホンではハラール商品を強化したい。 
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新中計パート5の進捗の前に昨年5月に発表した新中計の経営戦略を振り返りま
す。 

 

国内事業の持続的な収益力強化 

海外売上高の早期拡大 

戦略的ブランディングの推進 

グループ横断型コーポレート機能の強化 
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ここから各事業部の取組の進捗をご説明します。 

まずは、「①国内事業の持続的な収益力強化」 

 

今中計パート５では、食肉事業において、川上事業の供給力強化と販売シェア25％を掲げています。 
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食肉事業本部の販売増でシェア25％を目指します。 

 

シェア25％の達成に向けて、日本ハムの国内での川上事業の強化と世界で買い負けない調達力が欠かせません。 

国内川上事業においては前段の取組 

 

海外からの調達においては、いかに各国の有力メーカーとパートナーシップを築けるか 

⇒近年の成功例としては、ドルチェポルコ。イタリアの生ハム用の豚肉を生産する会社と契約し、日本向けにブランドをつく
りました。 

 その高品質な豚肉は高い評価を受けています。 

 

このような安全安心の商品を安定し調達できる体制をバックボーンとし、フード会社を中心に販売を強化します。 

 

フード会社はまだまだ成長過程です。 

昨年実績 

量販店チャネル⇒構成比を約50％占めていながら、約５％伸長しました 

          この数年国内でのタイト感があるなかでしっかり供給させて頂いたことが改めて評価されています。 

 

外食チャネル 

⇒構成はまだ７％ほどですが、昨対比20％も伸びております。 

  これはフードアドバイザーを活用しメニュー提案等積極的に提案すると共に、 

  軽トラ等を活用した新しい物流スタイルをつくりつつあります。 

  現在約30台ほどでまだまだ少なく、東京・大阪・名古屋といった都市部での展開です。 

  今後、外食チャネルの開拓と共に導入を拡大できればと考えます。 

 

この両チャネルを軸に、ブランド食肉を積極的に販売することで、数量増が見込めます。 

 

また新規開拓を積極的に行っており、昨年は2,900軒の新規顧客を開拓し、その増収効果は30億円です。 

今期も積極的に新規開拓を実施します。 
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続きまして、加工事業での取組となります。 

加工事業テーマ：「製販一体となった改革による収益力向上、数量回復」 

ここでは加工事業本部における背景と取組、そしてその効果をご説明します。 

 

ここ数年収益改善に取り組んできましたが、ＳＣＭ改革での拠点の見直しや行き過ぎたアイテムカットでプロダ
クトアウト型での製造と販売体制 

⇒マーケットインの発想に転換し製販一体で数量を拡大 

・エリアマーケティングの再構築 

・商品開発強化、提案営業の強化 

 

＜製造＞ 

・原材料価格の好転 

約40億円の効果額を見積もりますが、販促強化の源泉として活用 

・製造基盤の強化 

茨城工場の高生産性ラインの活用、新兵庫工場（16年10月竣工）の立ち上げ、商品等の品種構成の最適化 

⇒これらを推進 

＜販売＞⇒数量拡大への取組 

・ブランド価値向上⇒コンシューマ商品の取組 

 

・業務用商品⇒各チャネルの大手チェーンの定番を奪取、高速道路や地方のパン屋等の新規攻略を徹底 

 

・新カテゴリー、新チャネル⇒サイト販売等（ＥＣ）の充実 

 

・エリア営業強化⇒3販社統括部署の設置・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ強化 

＜効果＞ 

・粗利益の確保⇒付加価値型商品・コスト競争力ある価格対応商品・販社が販売するエリア商品 

 

・生産性の向上⇒製販一体なって稼働率の向上を図る 

 

・収益の拡大⇒粗利益確保の商品展開と固定費の圧縮で実現 

 
12 



販売数量拡大のための１つの柱として、エリアでの販売増があります。 

 

＜背景＞ 

・過去ＳＣＭ改革で効率化を推進した結果、エリアでの拠点減・地方での営業力が低下 

・ＣＶＳチェーンが東京で行う本部商談比率を低下させ、エリアでの商談比率を高めています。 

 

このことからエリアでの営業力強化は急務です。 

 

具体的には以下の3つの取組 

・3販社を統括する販社統括事業部を新設 

⇒日本ハム北海道販売・日本ハム東販売（東北から中部圏まで）・日本ハム西販売（近畿から以西
）の3社の販売面を強化 

 

・営業拠点を拡充 

⇒まずは全国約10か所を目途に現在約50ケ所から増やす 

  商談回数のアップし、お客様とのコンタクトも増やす 

 

・エリアマーケティングを実施 

⇒市場の特性を抽出ー商品開発へのフィードバック、販促強化エリアの選定 

 

・商品開発力 

⇒地域特性を活かした商品開発 販社専売品の開発 

  

  

これに加え、コスト競争力あるボリュームゾーンでの商品投入、低シェア地域での深耕販売（販社
が担当する東北・中四国・東海）、新規開拓での販路拡大。 
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ここからは、加工事業におけるコンシューマと業務用別の進捗をご説明します。 

コンシューマにおいてはデリ商品を中心に昨年から回復傾向にあります。 

今期の年間目標として数量ベースで104%を計画。 

今期の取組は以下の通り 

 

①重点ブランドの育成と拡販 

・前期も伸長したシャウエッセンの継続拡大とその他主力ブランド拡大〔森の薫り・彩りキッ
チン等〕 
・中華名菜・石窯工房の売場拡大と主力カテゴリー 販促強化〔ハンバーグ・プリフライ等〕 

 

②新商品の導入強化 

・ブランド食肉活用の商品の展開  〔すこやか三元豚ｳｲﾝﾅｰ・桜姫大きな唐揚げ等〕 

・新カテゴリーの創造による新しい売場の獲得 

Sucre et Sucre：スイーツ売場の攻略 

極み焼 ハンバーグステーキ⇒評価高く、配架率高い 

 

③エリア商品・PB商品の展開 

・エリア政策に合わせた価格訴求型商品の導入 

・製販の連携強化による大型PB商品の確保と拡大 
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続きまして業務用です。 

 

14年度後半から大きく落とした業務用ですが、回復が非常に遅れてしまいました。 

新しい期に入りようやく回復の兆しが出てきました。 

今期の目標として、数量ベース112％を目指します。 

この目標に対してお得意先チャネル別にしっかり営業していきます。 

＞ＣＶＳチャネル 
•営業体制の強化による提案スピードアップ 

•伸長する部門(カウンター)・カテゴリー(チルド弁当)強化 

•地域メニューを活かした、エリアマーケテイング強化 

＞外食チャネル 
•グループ連携を強化し、新規得意先の攻略 

•重点企業の定番食材のブラッシュアップ及び新規獲得による数量拡大 

＞デリカ・パンチャネル 
•デリカチャネルでは、各企業の内製工場を徹底的に攻略し数量拡大を図る 

•パンチャネルは、数量拡大が見込めるＣＶＳベーカリーへの食材の提案強
化を行い数量拡大を図る。 

また同時に商品戦略も推進させます。 
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続きまして関連企業本部になります。 

前期決算においては、営業利益23億円と過去最高益となりました。 

１つ１つの会社があるべき姿になってきています。 

 

前期の環境と取組と本中計での取組についてご説明します。 

 

＜前期取組＞ 

○マリンフーズ 

環境としては魚介類の消費が健康志向の高まりから回復傾向にありました。 

グループの釧路丸水の北海道ブランドを前面に出し、拡販に取組ました。 

 

○宝幸 

プロセスチーズの原料となるナチュラルチーズの原料が底値となる一方で、 

需要が拡大し、ロルフブランドのコンシューマ商品も拡販しました。 

 

またサバ缶においても健康志向から需要が拡大しており、追い風となりました。 

 

○日本ルナ 

ヨーグルトの原料となる脱脂粉乳は高値で安定している一方、需要が拡大しております。 

主力ブランドのバニラヨーグルトとシリアルと合わせて食べるＴＯＰシリーズの拡販に努め
ました。 
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＜今後の取組＞ 

原料価格の落ち着きと販売数量増という好環境は継続する見込みです。 

 

このような好況を背景として、今期は新中計のテーマであるメーカへの変革を遂げます。 

 

マリンフーズ・宝幸・日本ルナという3社とニッポンハムグループのシナジーを加速させ、自社工場を
活用し付加価値を高めていきます。 

 

＞付加価値                     

・マリンフーズ 

量販店への更なる北海道フェアの提案強化等により、釧路丸水製品を拡販    

超高圧加工機の活用による新規販売ルートの開拓 

・日本ルナ 

新機能性ヨーグルトへの挑戦（中央研究所との新乳酸菌開発） 

バニラヨーグルトに次ぐ柱商材育成  

 

＞自社工場 

・マリンフーズ 

内製化推進と自社工場製品の拡販 

・宝幸 

八戸工場の缶詰製造能力増強 

チーズ新工場製品の拡販 

 

＞シナジー 

食肉・加工事業本部との協働による新規販売ルートの相互開拓 

相利共生活動のさらなる推進 
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続きまして、新中計パート５の経営戦略テーマ②であります「海外売上高の早期拡
大」への取組です。 

 

今年2月のファイリングで、海外事業本部の立ち上げを発表しました。 

 

この狙いとしまして、グローバル企業へ加速させることにあります。 

 

海外事業本部が担うのは以下の点です。 

・海外進出エリアの拡大とインテグレーションシステムの拡充 

 

・海外生産・販売体制の強化によるグローバル市場での拡販 

 

・グループ視点に立った海外事業の推進 

 

・ガバナンスの定着・見える化を進める 
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豪州事業におきましては、2Ｑ以降失速し、大幅な減益に。  

 

牛不足から仕入れ価格はこの４Ｑにかけて上昇 

ＥＹＣＩの指標をみても過去最高値を更新し、昨年末から3月にかけて非常に高い 

4月に入り1割ほど下落（$6⇒$5.5）したものの、慢性的な牛不足の継続から高値継
続が見込まれます。 

⇒収益が安定しているブランド牛の比率を高めるともにその拡販に努める 

 

・既存フィードロットの活用に加えリース等の継続利用 

・販売においても各国の展示会でのプロモーションを進め、固定客をつかむ 

・牛の仕入れ値とのバランスを見て、処理工場の稼働の見極めをし、ロスを最小限に 

 

これらの取組から、今期１Ｑまで厳しい状況が続くものの下期にかけて回復を見込み
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 



続きまして米州事業です。 

米州は、北米と南米で展開しているビジネスになります。 

ここでは比率の高い北米の2社を中心に話をします。 

 

＞Day-lee foods⇒西海岸に拠点を置き、コンシューマ向け冷凍加工食品の販売・
食肉と水産のローカルセールスと輸出を手掛ける 

・加工食品⇒コンシューマ向けでCrazy Cuizine・DayLeePrideというブランドで展
開しており、1部ラインは現状フルキャパシティでの稼働 

 

今後は東海岸への進出も見据えている 

 

・ローカルセールス 

⇒食肉と水産を外食等に販売 

 今まではロサンゼルスのみでしたが、シアトル・サンフランシスコに加え、東海岸   

 にも進出 

 日本食の需要増を受け今後も進出先を増やす 

 

＞テキサスファーム 

昨年大幅な赤字も、今期は豚価の回復と生産性の向上から赤字幅は縮小を見込 
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海外売上高の早期拡大について、4月よりグループ入りしたトルコにあるエゲタブ社についてご説明します。 

＜状況＞ 

前期⇒5月に鳥インフルエンザの発生やトルコリラの下落もあり厳しい環境 

鳥インフルエンザでは、輸出が落ち込み、国内マーケットが落ち込み販売価格が低下し赤字し、減損という事
態に陥った。 

 

今期⇒価格の回復が見込まれ、鳥インフルエンザ発生の前年の価格帯に戻る見込み 

  

非常に厳しい環境から脱し、収益改善に向けた取組を進める。 

 

＜収益改善に向けた取組＞ 

当初予定した拡大路線から収益を安定させることを主眼に 

・商品構成 

カット肉比率上昇⇒利益率の高いカット肉の製造比率を6～7割まで向上（現状は５：５） 

ブランディング⇒Eｇe-Tav社の消費者への認知向上と赤鶏等特殊鶏販売を強化 
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海外売上高での最後になります。 

マレーシア レイホン ベルハド社との合弁事業になります。 

 

1月に持分法適用会社の発表を行い、3月には合弁会社の設立を発表しました。 

 

＜レイホン社概要＞ 

レイホン社は量販店も展開するマレーシア大手の養鶏インテグレーター 

 

卵・加工品でニュートリプラスというブランドを持ち、マレーシアでは高付加価値の
ブランドとして、消費者の認知度も高く非常に技術力のある会社 

 

＜今後ニッポンハムグループとの取組＞ 

・マーケティングを実施し、付加価値商品を中心に販売戦略を策定（中華名菜・チ
キチキボーン・ふわたまオムレツ等）⇒原料はレイホン社から供給 

・当面はレイホン社の既存工場を利用して製造 

・自社工場の建設を計画、2018年の稼働開始を目指す。 
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ここからは戦略的ブランディングの推進での取組をご説明します。 

 

企業価値向上へ様々な取組を行ってまいりました。 

 

＜北海道日本ハムファイターズ＞ 

4月20日にはホールランソーセージ発売 

1976年に発売した子供のおやつ市場をターゲットとし、プロ野球カード付きソー
セージをリバイバル 

コレクションカードを同封し、北海道エリアを中心に販売し、大きな反響がある 

 

5月11日桜姫・麦小町ナイター 

昨年まで桜姫ナイターで実施 

今期から麦小町と合わせての冠ナイター 

消費者向けキャンペーンとも連動させている。 

 

＜女子プロゴルフ＞ 

7月函館にて「ニッポンハムレディスクラシック」を開催 

得意先を招待し非常に好感触 

 

＜キッザニア東京＞ 

キッザニア甲子園に引き続き、東京にも「ソーセージ工房」パビリオンの出
展 
非常に人気のあるパビリオンとなり、ＣＰとも連動 

 

⇒スポーツ活動・食育を通じて人々の心と体の健康づくりを応援すると共に
営業活動にも活用 
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戦略的ブランディングにおきまして、全社横串でのプロジェクトも進めています。 

 

・ブランド食肉の加工品・開発プロジェクト 

⇒すでにこの春より商品が発売開始 

  今後もブラッシュアップさせ店頭訴求を高める 

 

・業務用チャネルグループ連携プロジェクト 

⇒それぞれの事業が強みを持つ得意先をグループで共有 

 食肉原料のＣＶＳへの販売等結果が出始めている。 

 

共に今後も継続し結果を出していく。 
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○ＲＯＩＣの進捗 

売上高・営業利益共に当初計画より上回ったため、ＲＯＩＣの結果においても6.2％
と向上した。 

15年度の計画は5.3％だった。 

来期において、 

過去最高（484億円）を上回る営業利益（490億円）を目標に営業利益率を高め、14
年のＲＯＩＣと同水準を見込む。 

新中期経営計画パート5最終年度においては、資本効率と営業利益の向上で6.4
％を上回る数値を狙う。 

 

＜ＲＯＩＣ導入効果＞ 

在庫への意識の高まりがあり、在庫削減に努め棚卸資産は食肉を中心に58億円
も減少 

営業キャッシュフローも昨年比229億円の増加 
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